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Ⅰ 法人の概要 
 

１ 目的 

栃木県のがん医療政策として求められる高度専門医療を提供するとともに、医療に関

する調査及び研究を行い、県内における医療水準の向上を図り、もって県民の健康の確

保及び増進に寄与することを目的とする。 
 

２ 業務内容 

(1)  医療を提供すること。 
(2)  医療に関する調査及び研究を行うこと。 
(3)  医療に関する技術者の研修を行うこと。 
(4)  上記に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。 

 

３ 沿革 

平成 28（2016）年４月１日 地方独立行政法人として設立 

 
 ４ 設立根拠法 

   地方独立行政法人法（平成 15 年法律第 118 号） 

 

５ 設立団体の長 

栃木県知事 
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６ 組織図（令和３（2021）年４月１日現在） 

 

 

７ 事務所の所在地 

栃木県宇都宮市陽南４丁目９番 13号 

監 査 室

研 究 所

Ｔ Ｑ Ｍ （ ﾄ ｰ ﾀ ﾙ ｸ ｵ ﾘ ﾃ ｨ
ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ） セ ン タ ー

が ん リ ハ ビ リ テ ー シ ョ ン
セ ン タ ー

内 視 鏡 セ ン タ ー

入 退 院 セ ン タ ー

臨 床 検 査 セ ン タ ー

が ん 相 談 支 援 セ ン タ ー

臨 床 試 験 管 理 セ ン タ ー

病 院 統 括 診 療 部

統 括 技 術 部

薬 剤 部

看 護 部

が ん 予 防 情 報
相 談 部

超 音 波 セ ン タ ー

医 療 安 全 推 進 セ ン タ ー

広 報 広 聴 セ ン タ ー

研 修 セ ン タ ー

化 学 療 法 セ ン タ ー

緩 和 ケ ア セ ン タ ー

ゲ ノ ム セ ン タ ー

希 少 が ん セ ン タ ー

ロ ボ ッ ト 支 援 手 術 セ ン タ ー

バ イ オ バ ン ク セ ン タ ー

地 域 連 携 セ ン タ ー

理 事 会 理 事 長 経 営 企 画 室

監 事

事 務 局
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 ８ 資本金の額及び出資者ごとの出資額 

                                      （単位：百万円） 

区 分 期首残高 当期増減 期末残高 

設立団体出資金 １，９９２ ０ １，９９２ 

 

９ 役員 (令和３（2021）年４月１日現在)  

   

役 職 区 分 氏 名 経   歴 
理 事 長 常 勤 菱沼 正一 平成 28（2016）年４月 栃木県立がんセンター 

副理事長（病院長兼務） 

平成 30（2018）年４月 現職（センター長兼務） 

副理事長 常 勤 尾澤  巖 平成 28（2016）年４月 栃木県立がんセンター 

理事（副病院長兼務） 

平成 30（2018）年４月 現職（病院長兼務） 

副理事長 常 勤 五月女智史 令和２（2020）年４月 現職（事務局長兼務） 

理   事 常 勤 片野  進 平成 26（2014）年４月 栃木県立がんセンター 

副病院長 

平成 28（2016）年４月 現職（副病院長兼務） 

理   事 常 勤 藤田  伸 平成 28（2016）年４月 栃木県立がんセンター 

統括診療部長 

平成 30（2018）年４月 現職（副病院長兼務） 

理   事 非常勤 若尾 文彦 平成 24（2012）年３月  

国立がん研究センターがん対策情報センター 

センター長 

平成 28（2016）年４月 現職 

理   事 非常勤 野間 重孝 令和２（2020）年４月 

 済生会宇都宮病院 院長 

令和２（2020）年４月 現職 

監   事 非常勤 薄井 里奈 令和２（2020）年８月 

 浅野正富法律事務所 弁護士 

平成 30（2018）年４月 現職 

監   事 非常勤 佐藤千鶴子 昭和 57（1982）年３月 

佐藤千鶴子公認会計士事務所 所長 

平成 28（2016）年４月 現職 
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10 職員の状況 

(1) 常勤職員の数 

 

職種 

令和３(2021) 

年度 

令和４(2022) 

年度 

令和３(2021)年 

４月１日現在 

令和４(2022)年 

３月１日現在 

令和４(2022)年 

４月１日現在 

医師 ５８ ５９ ６０ 

歯科医師 ２ ２ ２ 

レジデント・シニアレジデント ０ ０ ０ 

看護師 ２３１ ２２８ ２３４ 

臨床検査技師 ２６ ２７ ２７ 

診療放射線技師 １８ １８ １８ 

薬剤師 １６ １６ １５ 

管理栄養士 ４ ４ ４ 

保健師 ５ ５ ５ 

理学療法士 ４ ４ ４ 

作業療法士 １ １ ０ 

歯科衛生士 １ ２ ２ 

臨床工学技士 １ ２ ２ 

医療映像職 １ １ １ 

臨床心理士 １ １ １ 

医療ソーシャルワーカー ２ １ ２ 

遺伝カウンセラー ０ ０ ０ 

事務 ３１ ３２ ３２ 

特定業務職員 ２７ ２８ ３０ 

研究職 ０ １ ３ 

合   計 ４２９ ４３２ ４４２ 

 

(2) 非常勤職員の数 

   令和３（2021）年４月１日現在において 36 人（令和４（2022）年４月１日現在にお

いて 47 人）となっている。 
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11 法人が設置・運営する病院の概要(令和３(2021)年４月１日現在) 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

病 院  名 栃木県立がんセンター 
所 在  地 栃木県宇都宮市陽南４丁目９番 13号 
診 療 科 目 内科、呼吸器内科、消化器内科、血液内科、内分泌内科、精神腫

瘍科、内視鏡内科、緩和ケア科、ペインクリニック内科、腫瘍内

科、外科、呼吸器外科、消化器外科、脳神経外科、乳腺外科、骨

軟部腫瘍・整形外科、形成外科、内視鏡外科、皮膚科、泌尿器

科、婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、リハビリテーション科、放

射線診断科、放射線治療科、病理診断科、臨床検査科、麻酔科、

歯科、歯科口腔外科（計 31 科）  
病 床  数 一般病床 291 床（うち緩和ケア病棟 24 床） 
入院基本料 
（施設基準） 

一般病床   専門病院入院基本料（７対１入院基本料） 

緩和ケア病棟 緩和ケア病棟入院料 
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  12 財務諸表の要約 

(1) 貸借対照表 

                           （単位：百万円） 
資産の部 金額 負債の部 金額 

固定資産 
 有形固定資産     

 無形固定資産 
 投資その他の資産 
流動資産 
 現金及び預金 
 医業未収金 
 未収金 
 貸倒引当金 
 たな卸資産 
 その他流動資産 

９，７７５ 

 ９，２７７ 

０ 

   ４９８ 

５，９７７ 

 ４，３３９ 

 １，２０１ 

 ２６０ 

 △５ 

１７１ 

１２ 

  

固定負債 
 長期借入金 
 移行前地方債償還債務 
 資産見返負債 
 引当金 
流動負債 
 預り補助金等 
 寄附金債務 
 １年以内返済予定長期借入金 

１年以内返済予定移行前地方債償還債務  
未払費用 
未払金 
未払消費税及び地方消費税 
前受金 
預り金 
引当金 

  ８，９３９ 

２，５３０ 

 ３，００６  

１，２３４ 

２，１６８ 

 ３，２６６ 

１６ 

０ 

      ３９２ 

  ４７７ 

          ０ 

  ２，０８１ 

          １ 

０ 

        ２７ 

      ２７１ 

負債合計 １２，２０５ 

純資産の部  

資本金 
資本剰余金 
利益剰余金 

  １，９９２ 

        ６６ 

１，４９０       

純資産合計   ３，５４８ 

資産合計 １５，７５３ 負債純資産合計 １５，７５３ 

  （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
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(2) 損益計算書 

                                （単位：百万円） 

科目 金額 
営業収益 １１，６６０ 

 医業収益 
 運営費負担金収益 
 補助金等収益 
 資産見返負債戻入 
 受託事業等収益 
 その他営業収益 

             ７，８５０ 

１， ３４４ 

１，８１５ 

６２４ 

１０ 

１８ 

営業費用              ９，８０８ 

 医業費用 
 一般管理費 
 その他営業費用 

控除対象外消費税損失 
 資産取得控除対象外消費税償却 

             ９，１８３ 

                 １３２ 

０                 

４６０ 

                   ３４ 

営業外収益                  ９５ 

 運営費負担金収益 
 補助金等収益 
 寄付金収益 
 その他営業外収益 

                   ４９ 

      ３ 

０ 

         ４２ 

営業外費用                  ７６ 

 財務費用 
 雑損失 

                 ７５ 

                     ２ 

臨時利益 ３ 

臨時損失 ４ 

当期純利益 １，８７０ 

 （注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
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(3) キャッシュ・フロー計算書 

                   （単位：百万円） 
科目 金額 

Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー(Ａ)   １，７５７ 

   医療材料の購入による支出 △３，４５１ 

   人件費支出 △３，７０７ 

   その他業務支出      △１，９５０ 

   医業収入        ７，９０６ 

   運営費負担金収入        １，３９４ 

   補助金等収入      １，６１７ 

   補助金等の精算による返還金の支出 △３８ 

     寄附金収入 ０ 

    その他業務収入 ６０ 

      利息受取 ０ 

      利息支払         △７５ 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー(Ｂ) １４５          

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー(Ｃ)         ４４８ 

Ⅳ 資金の増加額（又は減少額）(Ｄ＝Ａ＋Ｂ＋Ｃ)        ２，３４９ 

Ⅴ 資金の期首残高(Ｅ) １，９８９ 

Ⅵ 資金の期末残高(Ｆ＝Ｄ＋Ｅ)        ４，３３９ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
 

(4) 行政サービス実施コスト計算書 

                 （単位：百万円） 
科目 金額 

Ⅰ 業務費用 １，９５８ 

   損益計算書上の費用 
  （控除）自己収入等 

    ９，８８８ 

    △７，９３０ 

Ⅱ 引当外退職給付増加見積額             ７ 

Ⅲ 機会費用 ４              

Ⅳ 行政サービス実施コスト １，９７０ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
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 13 財務情報 

(1)  財務諸表の概要 

経常収益、経常費用、当期総損益、資産、負債、キャッシュ・フローなどの主要な

財務データの状況（増減の主な要因） 
 

（経常収益） 
      令和３(2021)年度の経常収益は 11,755 百万円となり、前年度と比較して 1,855

百万円増（18.7％増）となっている。これは、前年度と比較して医業収益が 230 百

万円増（3.0％増）、営業収益全体で 1,860 百万円増（19.0%増）となったことが主

な要因となっている。 

 
（経常費用） 

      令和３(2021)年度の経常費用は 9,885 百万円となり、前年度と比較して 98 百万

円増（1.0％増）となっている。これは、前年度と比較して医業費用が 104 百万円

増（1.1％増）となったことが主な要因となっている。 

 
（当期総損益） 

      令和３(2021)年度の当期総利益は 1,870 百万円となり、前年度と比較して 1,757

百万円増となっている。これは、前年度と比較して医業収益が 230 百万円増（3.0%

増）、営業収益で 1,860 百万円増（19.0%増）、医業費用が 104 百万円増（1.1％増）、

営業費用で 108 百万円増（1.1%増）となったことが主な要因となっている。 

 
（資産） 

      令和３(2021)年度末現在の資産合計は 15,753 百万円と、前年度と比較して 3,408

百万円増（27.6％増）となっている。これは、前年度と比較して現金及び預金の

増、未収金（補助金）の増に伴い流動資産が 2,578 百万円増（75.8％増）となっ

たことが主な要因となっている。 

 
（負債） 

      令和３(2021)年度末現在の負債合計は 12,205 百万円と、前年度と比較して 1,527

百万円増（14.3％増）となっている。これは、前年度と比較して長期借入金が 1,168

百万円増（85.7％増）となったことが主な要因となっている。 

 
（業務活動によるキャッシュ・フロー） 

      令和３(2021)年度の業務活動によるキャッシュ・フローは 1,757 百万円の収入と

なり、前年度と比較して 1,322 百万円の収入増（304.1％増）となっている。これ

は、前年度と比較して医業収入が 329 百万円増（4.3％増）、補助金等収入が 1,210

百万円増（297.5％増）となったことが主な要因となっている。 
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（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
      令和３(2021)年度の投資活動によるキャッシュ・フローは 145 百万円の収入とな

り、前年度と比較して 277 百万円の収入減（65.6％減）となっている。これは、

前年度と比較して補助金等収入が 193 百万円減（97.8％減）となったことが主な

要因となっている。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
      令和３(2021)年度の財務活動によるキャッシュ・フローは 448 百万円の収入とな

り、前年度と比較して 1,184 百万円の支出増（160.8％増）となっている。これは、

前年度と比較して長期借入金による収入が 1,094 百万円増（234.8％増）となった

ことが主な要因となっている。 

 

（参考）主要な財務データの経年比較 

 （単位：百万円） 

区分 平成 30(2018) 

年度 

令和元(2019) 

年度 

令和２(2020) 

年度 

令和３(2021) 

年度 

経常収益 ９，６４２ ９，７８３ ９，９００ １１，７５５ 

経常費用 ９，８３６ １０，０９０ ９，７８７ ９，８８５ 

当期純利益［又は

（△）損失］ 
△１９０ △３０６ １１３ １，８７０ 

資産 １２，７３５ １２，２５５ １２，３４４ １５，７５３ 

負債 １０，８９８ １０，７１３ １０，６７８ １２，２０５ 

利益剰余金［又は

（△）繰越欠損金］ 
△１８７ △４９３ △３８０ １，４９０ 

業務活動によるキ 

ャッシュ・フロー 
５２３ ３８２ ４３５ １，７５７ 

投資活動によるキ 

ャッシュ・フロー 
２５４ １０２ ４２２ １４５ 

財務活動によるキ 

ャッシュ・フロー 
△７５７ △５２１ △７３６ ４４８ 

資金期末残高 １，９０７ １，８６９ １，９８９ ４，３３９ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しないも

のがある。 
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(2) 重要な施設等の整備等の状況 

   ア 当事業年度中に建替整備が完了した主要施設等 
      なし 
   イ 当事業年度において建替中の主要施設等の新設・拡充 
      なし 
   ウ 当事業年度中に処分した主要施設等 
      なし 

 
(3) 予算及び決算の概要 

                               （単位：百万円） 

区分 令和３(2021)年度 
予算 決算 

収入 
 営業収益 
  医業収益 
  運営費負担金 
  その他営業収益 
 営業外収益 
 臨時利益 
 資本収入 

計 

   

  ９，８４４ 

  ８，４７８ 

１，３４１     

２６ 

     １３１ 

０ 

   ２，１９２ 

  １２，１６７ 

 

  １１，０５６ 

   ７，８６７ 

   １，３４４ 

１，８４５     

 ９８ 

     ３ 

   ２，１６７ 

  １３，３２５ 

支出 
 営業費用 
  医業費用 
  一般管理費 
  その他営業費用 
 営業外費用 
 臨時損失 
 資本支出 

計 

 

  ９，３２５ 

  ９，１５８ 

     １５０ 

      １８ 

     ８９ 

０ 

  ２，６６１ 

  １２，０７５ 

 

   ８，６６５ 

   ８，５２９ 

１２３ 

      １３ 

     ７６ 

０ 

   ２，６３７ 

  １１，３７８ 

（注）計数はそれぞれ四捨五入によっているので、端数において合計とは一致しない

ものがある。 
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14 事業に関する説明 

(1) 財源の内訳 

     当センターの経常収益は 11,755 百万円で、その内訳は、医業収益 7,850 百万円（収

入の 66.8％）、運営費負担金収益 1,394 百万円（収入の 11.9％）、補助金等収益 1,818

百万円（収入の 15.5％）、資産見返負債戻入 624 百万円（収入の 5.3％）となってい

る。 

 

(2) 費用の概要 

     当センターの経常費用は 9,885 百万円で、その概要は、給与費 3,752 百万円（費用

の38.0％）、材料費3,069百万円（費用の31.1％）、経費1,787百万円（費用の18.1％）、

研究研修費 40 百万円（費用の 0.4％）、減価償却費 666 百万円（費用の 6.7％）とな

っている。 
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Ⅱ 令和３（2021）年度における事業報告 

 

１ 県民に対して提供する医療サービスその他の業務の質の向上に関する事項 

(1) 質の高い医療の提供   

ア  高度で専門的な医療の推進 

・ 肝胆膵外科の高難度手術は、年間目標を下回ったものの、51件実施 

・ 希少がんに関する正しい知識の普及と啓発を目的に、市民公開講座を開催 

 ※ 希少がん問合せ 10 件、希少がんボードカンファレンス４件開催 

・ バイオバンク参加診療科は、設立当時の２診療科から年度末には８診療科にな

り、患者同意説明の体制も確立 

※  集積数 3,996 件、払出し数 128 件 

・ がん予防遺伝カウンセリング外来に初診 51家系 75 名、再診 94家系 133 名が受

診 

・ がんゲノムプロファイリング検査を合計 52件実施し、治験参加のため国立がん

研究センターへ４名の受診予約 

・ リンパ浮腫療法士による専門的なケアなど、患者のＱＯＬを向上するための支

持療法を提供 

※ リンパ浮腫ケア外来施術件数 880 件／年、心理的負担軽減のための個別介入  

64 件／年 

・ 標準治療法確立のための多施設共同研究に、臨床研究コーディネーターが積極

的に参画 

・ 「人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理指針」について、標準業務 

手順書を改正し、研究実施体制を整備 

イ チーム医療の推進 

・ チームＳＴＥＰＰＳ研修は、昨年度に続き新型コロナウイルス感染症の影響に

より中止となったが、医療安全推進目標にチームＳＴＥＰＰＳを活用し、年間通し

て各部署で具体的な目標立案と実践 

ウ 緩和ケアの推進 

・ 緩和ケアセンターの体制強化を図るため、毎週水曜日に多職種で緩和ケアセン 

ター運営カンファレンスを開催 

・ 緩和ケア科外来初回全患者に専門・認定看護師が同席(365 件)し、緩和ケア・緩

和ケア病棟について補足説明を実施 

・ 緩和ケアリンクナース育成を目的に緩和ケアリンクナース会を計８回実施 

エ がん患者リハビリテーションの推進 

・ 術後合併症予防のため、外来で術前呼吸訓練指導を行い、周術期リハビリテーシ

ョンを充実 

 ※ 実施患者数 247 件／年  

・ 入院患者全員に、医師や看護師、理学療法士、作業療法士、管理栄養士、社会福

祉士等の多職種によるカンファレンスを定期的に実施 
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 ※ 開催回数  51 回／年 

・ 入院リハビリ実施患者全員に、リハビリテーション総合実施計画書を作成し交付 

※ 作成件数 619 件／年 

 

(2) 安全で安心な医療の提供 

ア 医療安全対策等の推進 

・ インシデント影響度レベル０－１の割合の年間実績は、63.6％と目標値を 2.4％下 

回った。前年度の実績 54.1％からは、9.5％の大幅増 

・ リスクマネージャー・医療安全管理委員の多職種で構成された７つの検証ワーキ

ンググループにて、毎月、インシデントや事故報告の原因分析、事故防止の具体策の

検討、運用の整備、医療事故防止のための啓発、広報等を実施 

・ リスクマネージャー対象研修を２回開催       

・ 全職員対象研修や職種ごとにテーマを設定した医療安全に関する研修を 21 回開催 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、例年実施している定期的な感染対策研

修は開催できなかったが、ＷＥＢでの全体研修を２回開催 

・ 院内での新型コロナウイルス陽性者の感染拡大を防止するため、ゾーニングや接

触対策、飛沫感染対策を実施 

・  医療における安全文化調査は、参加 195 施設中、総合順位 39位。上司の医療安全 

に対する態度や行動、部署内でのチームワークの２項目は、参加施設中連続１位 

イ 医療機器、医薬品等の安全管理の徹底 

・ 安全で安心な放射線治療を提供するため、医学物理士を中心に毎月最終水曜日を

放射線治療品質管理日として治療機器の精度管理を実施 

・ 医薬品の安全使用のための研修会を２回開催 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、医療機器の消耗品や部品の流通不良が

あったため、適宜院内周知や講習会を実施、また、人工呼吸器関連の使用頻度が高か

ったため講習会を開催 

 

(3) 患者・県民の視点に立った医療の提供 

ア 患者及びその家族への医療サービスの充実 

・ 治療方針決定時に同席した看護師が、関わった患者を継続的に支援 

・ 各認定看護師が領域の活動を通して、患者・家族、職員に対する相談や指導のほ 

か看護実践を実施   

  ・ 将来の治療・ケアについて、患者・家族と医療従事者が患者自らの意向に基づき

予め話し合うために、ＡＣＰ(アドバンス・ケア・プランニング)支援チームを設置 

・ 薬剤師による事前の薬物治療の説明は、入院では病棟薬剤業務・薬剤管理指導業 

務、外来ではがん患者指導管理、事前面談により実施 

 ※ 薬剤管理指導件数 3,297 件、がん患者指導管理料ハ算定件数 1,293 件、連携

充実加算件数 304 件 

・ 診療放射線技師による検査前説明については 2020 年度から資料を改訂し、外来

初診患者を対象として再開 
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   ※ 2020 年度２件、2021 年度 15 件 

・ 診療放射線技師の参画した放射線治療前説明を 2018 年度から継続して実施 

   ※ 初年度実績８件、2020 年度実績 33件、2021 年度実績 23 件 

・ 入院薬物治療の種類が増加したことから新たな薬物治療パスを作成 

※ 2021 年度適用率 53.1％ 

イ 患者の就労等に関する相談支援機能の充実 

・ ハローワーク宇都宮と連携して就職支援相談会を 16 回、栃木産業保健総合支援

センターと連携して両立支援相談会を 12回開催 

ウ 患者及びその家族の利便性・快適性の向上 

・ 接遇マニュアルを作成し、各部署へ周知徹底のため配付 

・ 患者満足度アンケート結果、評価項目「当院を全般的に評価したときの満足度」

（「とても満足している」と「やや満足している」の合計」)について、外来は 83％、

入院は 95％ 

エ 県民へのがんに関する情報の提供 

・ 新設した事業系センターや外来等の紹介を掲載した広報紙「がんセンターだよ

り」を年４回発行し、宇都宮市内及び関係医療機関等に配布 

・ 「希少がん」をテーマにした市民公開講座を開催 

・ リモートによる喫煙防止教育を実施 

  ※ 小学校 ８回、中学校 １回 

オ ボランティア等民間団体との協働 

・ 患者サロンなどを定期的に開催するため完全予約制やオンラインとし、患者へ

の情報提供や交流の場の提供を維持 

 

 (4) 人材の確保と育成 

ア 医療従事者の確保と育成 

・ 肝胆膵外科学会高度技能修練施設（A）として専門医取得のため 51 例の高難度手   

術を実施(うち、修練医２名が計 26 例を術者として実施)し、2019～21 年度に当セ  

ンターに在籍した修練医が高度技能専門医を取得 

・ 病院見学会やインターンシップなど看護学生が病院を訪れる機会が激減してい

るため、ＷＥＢ見学会の随時開催や企業企画による就職ガイダンスへの参加など

病院をＰＲする機会を積極的に創出 

※ ＷＥＢ見学会 14 回開催(2022 年度採用者のうち３名、2021 年度中途採用者

のうち２名参加) 

・ 新規採用の事務職員にメンターを指名して育成 

・ 事務職員の資質向上のため、地方独立行政法人職員向けの研修等の参加を支援 

イ 研修内容の充実 

・ 院外医療従事者研修会はＷＥＢにより２回開催 

・ 院内職員が対象のグランドカンファレンスをハイブリッド形式で３回開催 

・ 新規採用職員及び中途採用者を対象とする基本研修を実施 

ウ 人事管理制度の構築 
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・ 人事評価制度を導入するために、試行評価を実施 

エ 働きやすい職場環境づくり 

・ 職員満足調査の結果、仕事のやりがいの項目で満足度(「満足している」と「ま

あまあ満足している」の合計)が 69.3％(前回 74%)に下落 

・ 院内保育園では、新型コロナウイルス感染症発生による保育園・幼稚園等の休 

園、小学校休校に対応するため臨時受入れを実施 

・ 優秀な研究者等の確保のため、職員が当センターと別の機関の双方に身分を有

し、勤務割合に応じて双方で業務を行うクロスアポイントメント制度を新設 

・ 法人の働き方改革ワーキンググループ及び医師の働き方改革サブワーキンググ

ループを立ち上げ検討を開始 

オ 医療従事者の臨床倫理観の向上 

・ 倫理担当者ががん専門看護師とともに、日本臨床倫理学会事例検討セッション

のファシリテーターとして参加 

 

(5) 地域連携の推進 

ア 地域の医療機関等との連携強化 

・ 郡市医師会出張講座は、ＷＥＢを活用して７回開催 

・ 当センターでがん治療を行っている患者の口腔管理依頼を目的に、かかりつけ

歯科に逆紹介を行うなど、医科歯科連携を推進 

※ 逆紹介数 128 例 

・ 栃木県がん診療連携協議会地域連携・研修部会において、がん医療における医薬

連携に関する研修会を保険薬局の薬剤師、病院薬剤師を対象に２回開催 

・ がん診療研修病院として、保険薬局薬剤師の研修を受諾 

・ ＣＴ、ＭＲＩ、超音波検査等の受託検査の実施案内を県内の医療機関に周知 

※ 予約件数 159 件 

イ 患者の在宅療養を支援するための病診連携の強化 

・ 在宅緩和ケアを選択する患者・家族に面談やカンファレンスを実施 

・ 在宅療養中の患者については状況に応じて、在宅支援・調整を実施。緊急受診の 

受け入れも感染対策を考慮しながら迅速に対応 

ウ 在宅緩和ケアの推進 

・ 宇都宮医療圏緩和ケア地域連携カンファレンスを済生会宇都宮病院と共同で 

ＷＥＢにより８回開催 

・ 地域連携センターと連携を図りながら緩和ケア患者の受入れと看取りを含めた

在宅緩和ケアを推進 

・ 新型コロナウイルス感染症の影響により、2021 年２月から他施設からの外来患

者の新規受入れを中止 

 

(6) 地域医療への貢献 

ア 地域のがん医療の質の向上のための支援 

・ 栃木県がん診療連携協議会及び各部会は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大
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防止のため、昨年度に引き続きオンラインで計画どおり開催 

・ ＰＤＣＡサイクル部会では、新型コロナウイルス感染症拡大によるがん治療への

影響を考慮し、「がん検診・受診控え防止」を県内の統一目標として実態調査を行い、

その調査結果を踏まえて啓発用のポスターやリーフレットを作成し、関係機関や県

民に配布 

・ 栃木県がん・生殖医療ネットワーク会議を２回開催し、がん治療医と生殖医療医と

の連携を促進 

・ 関係医療機関へのリーフレットの配付、広報紙「がんセンターだより」への記事の

掲載等により、がん・生殖医療の普及啓発を実施 

・ がん・生殖医療研修会は、研修用のＤＶＤを加盟施設等へ配付し、各施設における

院内研修の開催を促進 

※ 医療従事者の受講者数 450 名以上 

・ がん・生殖医療専門心理士１名を養成し、県内各施設での小児・ＡＹＡ世代等の 

がん患者への早期介入(支援)を目指した院内での支援体制構築のための取組を開始 

・ 県拠点病院として企画した院外医療従事者研修(連携施設)は、ＷＥＢ形式で８回

開催 

イ がん対策事業への貢献 

・ 全国がん登録実務者研修会のコンテンツを作成し、研修に協力 

・ がん登録データを用いた新型コロナウイルス感染症の影響の解析では、検診対象

となっているがん(胃、大腸、肺、乳房、前立腺、子宮頸部)の減少が顕著であること

が判明 

・ このデータを元にＰＤＣＡサイクル部会を通じて、がん検診控え、受診控え防止

の取組みを実施 

 

(7) 災害等への対応 
・ 火災等発生時の患者の人命救助を確実に行うため、病棟で火災が発生したことを

想定して、消火から避難までの総合訓練及び病棟における消防訓練と、大地震を想

定した防災訓練を実施 
・ 災害時のための医薬品や患者用・職員用の非常食及び水を計画的に更新 

 
２ 業務運営の改善及び効率化に関する事項 

(1) 業務運営体制の確立 

ア 効率的な組織体制の構築 

・ 2022 年度の組織改編として、感染症対策を強化するため「感染症対策センター」

を新設するとともに、戦略的な情報発信を行うため広報業務を経営企画室へ集約 
イ 経営参画意識の向上 
・ 経営会議及び経営戦略会議を開催し、毎月の収支状況(予算、実績、診療科ごと  

の患者数・収益、収支改善の状況等)、決定事項等を周知し、経営に関する情報の共

有化と一体感を醸成 
・ 「業務改善提案」の制度を活用し、職員からのアイデアを収集し、医療サービス   
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の向上や収益改善に資する取組を実施 
※ 業務改善提案件数２件(うち１件採用) 

・ 医療バランスト・スコアカードの手法を用いて「財務の視点」、「顧客の視点」、「業

務プロセスの視点」及び「学習・成長の視点」から、各部署で策定した戦略テーマを

可視化したうえで、具体的な目標を設定したアクションプランを実践 
 

(2) 収入の確保及び費用の削減への取組 

ア 収入の確保への取組 
・ ホームページのトップに「バイオバンク」及び「新規治療のご案内」のページを新 
 設 

・ 栃木県総合文化センターで「希少がん」についての市民公開講座を開催 

※参集者 120 人 

・ 広報紙「がんセンターだより」を年 4 回発行し、新設した「栃木キャンサーバイ 
オバンク」や事業系センターの紹介などを掲載し、宇都宮市内及び関係医療機関等 
に配布 

・ 当センターの診療情報等について、プレスリリースを３回実施 
・ 「がんセンター出前講座」は、新型コロナウイルス感染症の影響により未実施 
・ 新型コロナウイルス感染症への対応により、運用病床数が制限を受けているが、 
がん患者の医療需要に応じるため効率的な病床運営に尽力 

・ 新規採用職員を順調に育成 
・ 診療報酬改定にあっては、関係部署に情報提供を行い、改定への対応方針の発表 
の場を設け、病院全体での取組意識を醸成 

・ がん情報相談課、中央受付との情報共有などの連携を深めて、未収金がある患者 

に、適宜、丁寧に説明を行い未収金の減に注力 

・ 回収が困難と判断される債権について整理（５人分 324,800 円)。 

イ 費用の削減への取組 

・ 病院の収支状況を月次で管理するとともに、経営会議や経営戦略会議において収 
支状況等を職員に周知し、コスト意識を徹底 

・ 医薬品について、ベンチマークシステムを活用することで価格交渉においては加 
重平均値引率の上昇に努めるとともに、交渉後の価格についても検証を実施 

・ 診療材料については、新型コロナウイルス感染症の影響で海外製品の欠品、遅延 

が多かった中で、材料費の削減を目標に掲げ、より安価な製品への切り替えを実施 

し、最終的に前年度対比で年間 480 万円程のコスト削減 

・ 委託料については、給食業務委託の内容を見直し、入札を行った結果、前回契約 

（契約期間３年間）より 5,540 万円のコスト削減 

・ 働き方改革ワーキンググループ及び医師の働き方改革サブワーキンググループを 

組織し検討を開始 

・ 医師の働き方改革サブワーキンググループでは、医局長から医局員に対して、医 

師の働き方改革に関する説明会を実施するとともに、院内の eラーニングシステム 

に説明スライドを掲載し周知 
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・ 栃木労働局や医師会主催の説明会に積極的に参加 
・ 超過勤務の過多の所属に対して、業務内容や人員配置の見直しを指導 
・ 経営分析システムにより診療科別に収支の年度別推移をまとめ、診療科長ヒアリ 
ング時に提示し、適切なコスト管理を指示 

 
３ 予算、収支計画及び資金計画（財務内容の改善に関する事項） 

・ 経常収支は 1,870,270,830 円を計上し、経常収支比率は 118.9％ 

・ 経営会議及び経営戦略会議を開催し、毎月の収支状況等(予算、実績、診療科ごと  

の患者数・収益、収支改善の状況等)を周知 

・ 診療科及び事業系センターごとに、幹部職員によるヒアリングを実施。なお、診

療科のヒアリングでは、近年の入院患者や収益・費用の推移、経営分析システムに

よる収支の年度別推移などをもとに、課題と今後の方針、当センターの強みとなる

高度で専門的な医療の具体例などについて意見交換 
 
４ その他業務運営に関する重要事項 

(1) 施設整備のあり方・医療機器整備の検討 

・ 当センターの将来構想を県に提出し協議を進めた結果、当センターの今後担うべき 
診療機能及びそれにふさわしい施設のあり方について県における協議課題として取

り上げられることとなった。 
・ 医療機器については、「超音波画像診断装置」、「大腸ビデオスコープ」、検査機器  

の充実を図るため「液状処理細胞標本作成装置」、「蛍光観察生物顕微鏡」、薬剤師の 

業務軽減及び、安全担保のため「注射薬自動払出システム」などを企業債により計画 

的に更新・整備 


